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そ

くりスケ
ッチ展を１１

の

月３日から４日間開催

他

しました。
また、地区

　

まちづくり協議会（袖

】

が浜地区）へ職員によ

【

る説明や専門家の派遣

協

を実施しました。

Ａ：

働

成果があがった

： 】

目的・目標 事業の概要

２.事業の検証

指標名 単位

説明・算定式

活動指標① 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度
目

標

実

績

指標名 単位

説明・算定式

活動指標② 平成

１

21年度 平成22年度

.

平成23年度 平成24

事

年度 平成25年度 平成

業

26年度 平成27年度

の

目

標

実

績

指標名 単位

説

位

明・算定式

成果指標①

置

平成21年度 平成22

付

年度 平成23年度 平成

け

24年度 平成25年度

事

平成26年度 平成27

務

年度
目

標

実

績

指標名 単

事

位

説明・算定式

成果指

業

標② 平成21年度 平成

名

22年度 平成23年度

事

平成24年度 平成25

業

年度 平成26年度 平成

担

27年度
目

標

実

績

当

予

進捗状況
遅れ

算

ている理由

平成23年

科

度の主な取組と成果

平

目

成23年度
の検証結果

事

事業評価シート (平

業

成23年度分) 頁

まち

種

づくり支援事業

まちづ

類

くり政策部　まちづく

ハ

り政策課

01－080 ー401－060000 ド○ ●

12 協働のまちづ

ソ

くりと市民主体の新た

フ

な自治のしくみをはぐ

ト

くむために
行政改革の

根

01 協働のまちづくり

拠

と市民主体の新たな自

法

治のしくみをはぐくむ

令

ために
位置付け

01 市

等

民と市の役割分担によ

対

る「新たな公共」の創

象

出

市民 平成２０年度 ・ ～ 

□ □ □ □

市民の主

受

体的なまちづくりへの

益

参加を促進することに

者

より、市 市民と市によ

事

る協働のまちづくりを

業

進めるため、情報の提

期

供や
民と市のそれぞれ

間

の役割分担のもとにま

委

ちづくりが進められて

託

アドバイザーの派遣な

、

どによりまちづくりを

協

支援します。
います。

働

まちづくり講座開催及

【

びアドバイザー派遣回

委

数 回

－

4 5 5 6 6 8 8

託

5 3 6

まちづくりスケ

：

ッチ展の開催回数 回

－

3

1 1 1 1 1 1 1

1 1 1

セ

講座等への参加者数 人

ク

－

100 150 150

・

150 150 150 1

財

50

137 61 148

団

①：予定どおり

まちづ

企

くりへの市民の主体的

業

な参加を促進するため

Ｎ

、まちづくりわいわい

Ｐ

塾を２回、まちづくり

Ｏ

探偵団を２回、まちづ
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位

まちづくりが進むよう

施

、住環境等に課題のあ

策

る地区に対し協議会の

へ

立ち上げや問題意識の

の

共有など
の働きかけを

貢

行う必要があります。

献

わいわい塾、アドアド

高

バイザー派遣まちづく

市

りに関すまちづくりに

民

関すまちづくりに関す

満

まちづくりに関すまち

足

づくりに関す

バイザー

度

派遣等 、講座等の開催

を

、る相談や情報提供る

高

相談や情報提供る相談

め

や情報提供る相談や情

る

報提供る相談や情報提

方

供

まちづくり条例の、

策

アドバイザー派、アド

業

バイザー派、アドバイ

有

ザー派、アドバイザー

効

派、アドバイザー派

改

性

正 遣、講座等の開催遣

継

、講座等の開催遣、講

続

座等の開催遣、講座等

に

の開催遣、講座等の開

よ

催

0 0 0 0 0 0 0

0 0

る

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

成

0 0

0 0 0 187 0 0

果

0

268 61 210 0

向

307 307 307

2

上

68 61 210 187

の

307 307 307

7

可

2.43 27.73 9

能

3.75

1.21 1.

性

23 1.92 1.75

低

1.92 1.92 1.

そ

92

0.00 0.00

の

0.00 0.00 0.

他

00 0.00 0.00

事

10,111 10,1

業

59 15,560 14

の

,027 15,389

目

15,389 15,3

的

89

10,379 10

､

,220 15,770

対

14,214 15,6

象

96 15,696 15

､

,696

● ○ ○ ○ ○ ○

内

○

市民主体のまちづく

容

りを進めるには、まず

分

はまちづくりに関心を

高

持ってもらうことが必

受

要なので、事業内容等

益

を工夫しながら講
座の

者

開催等を継続していく

負

ものです。また、課題

担

のある地区に対して情

､

報提供を積極的に行い

補

、地域主体のまちづく

助

りが進むよ
う講師の派

額

遣等の支援を進める必

妥

要があります。

市民の

当

参加が促進されるよう

性

市民が関心を持ち、参

中

加しやすい講座内容や

業

スケジュールを検討し

務

実施します。また、市

の

民主体の
まちづくりが

執

進むよう課題のある地

行

区に対し積極的に働き

体

かけを行います。

講座

制

等への参加者の増加を

(

図る必要があります。

人

また、
地区まちづくり

員

の促進を図るため、課

配

題のある地区への
働き

置

かけなど、積極的な取

､

組みが必要です。

業務分担)
低

その他
析

業務プロセス改善による効率化の方策
高

コスト削減の可能性
効率性 中

事業手法(民活の余地､事業形態の検討)
低

その他

今後に向けた課題の分析

３.年度別事業内容・事業費 （単位：千円）

平成21年度 平成22年度 平成23年度 平

項

成24年度 平成25年

目

度 平成26年度 平成2

分

7年度

決算額 決算額 決

析

算額 予算額 試算額 試算

の

額 試算額

事業内容

国庫

視

支出金
財

県支出金
源

起

点

債
内

その他　特財
訳

一

左

般財源

事業費（A）

執

記

行率（%）

内 職員（人

の

）

訳 再任用（人）

人件

視

費（B）

フルコスト（

点

A+B）

に関

４.今後の事業展開

す

（担当課としての提案

る

）
平成25年度の事業

分

の方向性

現状の規模で

析

継続 拡大して継続 縮小

・

して継続 廃止 休止 終了

課

他事業と統合

＜判断理

題

由＞

平成25年度の取

の

組方針

課長コメント

□
抽

市民のまちづくりへの

出

主体的な参加が進むよ

総

う、幅広い
●□ 年代を

合

対象としたまちづくり

評

への参加機会を提供し

価

、市

■ 民意識の高揚を

市

促すことが市の役割で

民

す。 ○
□
□ まちづくり

ニ

への市民参加は、多く

ー

の市民がかかわること

ズ

●□ で次世代へと続く

高

まちづくりが出来るも

事

のであるため、

■ 継続

業

して実施することでま

目

ちづくり活動に携わる

的

市民の ○
□ 増加が見込

の

める事業です。

■ まち

達

づくりへの関心や知識

成

の向上を図る情報提供

状

の場で
●

□ あり、市民

況

が主体的に参加するき

必

っかけ作りとなるため

要

○
□ 妥当性があります

性

。
○

□
■ 多くの市民参

市

加を得るために、参加

の

しやすい日時など事
○

関

□ 業実施時期などの検

与

討をし、多くの市民が

の

参加できるよ
●

□ うに

必

することで、さらに効

要

率があがります。
○

□

性

まちづくり活動に主体

低

的に取り組む市民の裾

事

野を広げるため、多く

そ

の市民が参加する（興

の

味のある）講座の開催

他

を行う必要性が
ありま

上

す。また、市民主体の
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展

ス 関心を持ち、参加し

開

やすい講座内容
講座参

平

加者からのアンケート

成

を実施 ケジュールを検

2

討し実施します。ま や

4

スケジュールを検討し

年

実施します
します。ま

度

た、市民主体のまちづ

へ

く た、市民主体のまち

の

づくりが進むよ 。また

展

、市民主体のまちづく

開

りが進
りが進むよう、

平

課題のある地区に対 う

成

、課題のある地区に対

2

し積極的に むよう課題

5

のある地区に対し積極

年

的
し働きかけを行いま

度

す。 働きかけを行いま

へ

す。 に働きかけを行い

の

ます。

行政改革事業 行

展

政改革事業 行政改革事

開

業

今後に向けた
課題

事業の方向性

取組方針

事業区分

※実施計画事業評価は、昨年度の事業を評価し、来年度の予算編成の参考としています。

Ａ：成果があがった Ｃ：十分に成果をあげることができ
なかった

Ａ：成果があがった

①：予定どおり ③：遅れている ①：予定どおり

まちづくりへの市民の主体的な参画 まちづくりへの市民の主体的な参画 まちづくりへの市民の主体的な参加
を促進するため、まちづくりわいわ を促進するため、まちづくりわいわ を促進するため、まちづくりわいわ
い塾を2回、まちづくり探偵団を2回 い塾を2回、まちづくり探偵団を1回 い塾を２回、まちづくり探偵団を２
開催しました。また、まちづくりス 開催しまし

５

た。また、まちづくり

.

ス 回、まちづくりスケ

事

ッチ展を１１月
ケッチ

業

展を１０月の末から１

展

１月初 ケッチ展を１０

開

月末の4日間開催し ３

の

日から４日間開催しま

経

した。
旬にかけて4日

緯

間開催しました。 まし

平

た。 また、地区まちづ

成

くり協議会（袖が
浜地

2

区）へ職員による説明

1

や専門家
の派遣を実施

年

しました。

まちづくり

度

活動に主体的に取り組

事

む まちづくり活動に主

業

体的に取り組む まちづ

分

くり活動に主体的に取

平

り組む
市民の裾野を広

成

げるため、多くの市 市

2

民の裾野を広げるため

2

、多くの市 市民の裾野

年

を広げるため、多くの

度

市
民が参加する（興味

事

のある）講座の 民が参

業

加する（興味のある）

分

講座の 民が参加する（

平

興味のある）講座の
開

成

催がこの事業のポイン

2

トです。ま 開催を行う

3

必要があります。また

年

、 開催を行う必要性が

度

あります。また
た、市

事

民主体のまちづくりが

業

進むよ 市民主体のまち

分

づくりが進むよう、 、

進

市民主体のまちづくり

捗

が進むよう
う、住環境

状

等に課題のある地区に

況

対 住環境等に課題のあ

主

る地区に対し働 、住環

な

境等に課題のある地区

取

に対し
し働きかけを行

組

う必要があります。 き

と

かけを行う必要があり

成

ます。 協議会の立ち上

果

げや問題意識の共有
な

検

どの働きかけを行う必

証

要がありま
す。

現状の

結

規模で継続 現状の規模

果

で継続 現状の規模で継

平

続

参加者の増加を図る

成

べく、市民の関 参加者

2

の増加を図るよう市民

3

が関心 市民の参加が促

年

進されるよう市民が
心

度

がある講座を選定し進

へ

めるため、 を持ち、参

の

加しやすい講座内容や
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そ

及び事故等発生時にお

の

いて、消防活動に協力

他

する事業所として登録

　

する数

1 1 1 1

救急協

】

力事業所登録数（累計

【

） 事業所

災害及び事故

協

等発生時において、救

働

命活動に協力する事業

：

所として登録する数

3

】

4 5 - - -

6 8

②：若

目

干遅れている

　消防協

的

力事業所の制度化に向

・

けた取組みが遅れたた

目

め。

　救急協力事業所

標

は、２事業所に申込み

事

をいただき、要項に基

業

づき登録することがで

の

き、累計８事業所とな

概

り目標値を上回るこ
と

要

ができました。
　消防協力事業所は、平成23年度は事業所に対してＰＲを行うが事業所の登録はありませんでした。

Ａ：成果があがった

２.事業の検証

指標名 単位

説明・算定式

活動指標① 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度
目

標

実

績

指標名 単位

説明・算定式

活動指標② 平成

１

21年度 平成22年度

.

平成23年度 平成24

事

年度 平成25年度 平成

業

26年度 平成27年度

の

目

標

実

績

指標名 単位

説

位

明・算定式

成果指標①

置

平成21年度 平成22

付

年度 平成23年度 平成

け

24年度 平成25年度

事

平成26年度 平成27

務

年度
目

標

実

績

指標名 単

事

位

説明・算定式

成果指

業

標② 平成21年度 平成

名

22年度 平成23年度

事

平成24年度 平成25

業

年度 平成26年度 平成

担

27年度
目

標

実

績

当

予

進捗状況
遅れ

算

ている理由

平成23年

科

度の主な取組と成果

平

目

成23年度
の検証結果

事

事業評価シート (平

業

成23年度分) 頁

消防

種

・救急協力事業所登録

類

制度導入事業

消防本部

ハ

　消防救急課

00－x ーxxxxx－xx00 ド00 ○ ●

12 協働のま

ソ

ちづくりと市民主体の

フ

新たな自治のしくみを

ト

はぐくむために
行政改

根

革の
01 協働のまちづ

拠

くりと市民主体の新た

法

な自治のしくみをはぐ

令

くむために
位置付け

0

等

1 市民と市の役割分担

対

による「新たな公共」

象

の創出

市民

□ □ □ □ 企

・

業等

「消防協力事業所

受

」及び「救急協力事業

益

所」に登録された事業

者

災害や事故などの発生

事

時に被害軽減と救命率

業

の向上を図るため
所の

期

協力により、災害、事

間

故等発生時の被害の軽

委

減と救命率の 、消防及

託

び救急の協力事業所登

、

録制度を導入するとと

協

もに、登
向上が図られ

働

ます。 録事業所として

【

表示、公表します。

消

委

防協力事業所の制度化

託

に向けた進捗率 ％

平成

：

22年度：制度化の検

3

討委員会設置40％、

セ

平成23年度：周知・

ク

ＰＲ40％、平成24

・

年度：登録20％

40

財

80 100 - - -

40

団

50

救急協力事業所制

企

度の周知・ＰＲ 回

救急

業

協力事業所制度を周知

Ｎ

・ＰＲした回数

3 3 3

Ｐ

3 3 3

7 4

消防協力事

Ｏ

業所登録数 事業所

災害
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位

、

検討、救急協力事度

施

化、救急協力事検討、

策

救急協力事度化、救急

へ

協力事救急協力事業所

の

の救急協力事業所の

業

貢

所の登録 業所の登録及

献

び公業所の登録及び公

高

業所の運用 運用 運用

表

市

表

0 0 0 0 0 0 0

0 0

民

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

満

0 0

0 0 0 0 0 0 0

0

足

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0

度

0 0 0

－ － －

0.00

を

1.10 0.75 0.

高

75 0.75 0.75

め

0.75

0.00 0.

る

10 0.10 0.10

方

0.10 0.10 0.

策

10

0 9,426 6,

業

415 6,352 6,

有

352 6,352 6,

効

352

0 9,426 6

性

,415 6,352 6

継

,352 6,352 6

続

,352

● ○ ○ ○ ○ ○

に

○

消防業務に対する協

よ

力事業、救急業務に対

る

する協力事業所の登録

成

と公表を進めます。

　

果

消防協力事業所は、事

向

業所に周知・ＰＲを実

上

施し、事業所の登録を

の

目指します。また、救

可

急協力事業所は、更な

能

る事業の充実
を図りま

性

す。

　救急協力事業所

低

登録については、継続

そ

して事業所等の
登録を

の

進めていく。
　消防協

他

力事業所登録について

事

は、制度を見直し再度

業

Ｐ
Ｒ等を行い業務を進

の

めていく。

目的､対象､内容
分 高

受益者負担､補助額
妥当性 中

業務の執行体制(人員配置､業務分担)
低

その他
析

業務プロセス改善による効率化の方策
高

コスト削減の可能性
効率性 中

事業手法(民活の余地､事業形態の検討)
低

その他

今後に向けた課題の分析

３.年度別事業内容・事業費 （単位：千円）

平成21年度 平成22年度 平成23年度 平

項

成24年度 平成25年

目

度 平成26年度 平成2

分

7年度

決算額 決算額 決

析

算額 予算額 試算額 試算

の

額 試算額

事業内容

国庫

視

支出金
財

県支出金
源

起

点

債
内

その他　特財
訳

一

左

般財源

事業費（A）

執

記

行率（%）

内 職員（人

の

）

訳 再任用（人）

人件

視

費（B）

フルコスト（

点

A+B）

に関

４.今後の事業展開

す

（担当課としての提案

る

）
平成25年度の事業

分

の方向性

現状の規模で

析

継続 拡大して継続 縮小

・

して継続 廃止 休止 終了

課

他事業と統合

＜判断理

題

由＞

平成25年度の取

の

組方針

課長コメント

■
抽

事業所から消防・救急

出

活動に協力を得ること

総

は、災害時
●□ の被害

合

を軽減し、事故などに

評

よる傷病者の救命率の

価

向上

■ に大きな効果が

市

得られます。 ○
□
□ 事

民

業所が自ら設置した自

ニ

衛消防組織やＡＥＤを

ー

災害時に
●■ 活用し、

ズ

登録事業所として表示

高

・公表することで、企

事

業

■ イメージの向上が

業

図られます。 ○
□
■ 事

目

業所が持つマンパワー

的

や、専門的な知識・技

の

術・資機
○

■ 材を災害

達

現場で活用することは

成

、事業所と協働したま

状

ち
●

□ づくりの基礎と

況

考えます。
○

□
□ 多様

必

化する災害に対応した

要

専門的な職員の育成や

性

資機材
○

■ の配置は多

市

額の経費がかかるため

の

、必要に応じて事業所

関

●
■ の協力を得ること

与

で大きな経費削減にな

の

ります。
○

□

今後とも

必

協力事業所を増加する

要

ため、ＰＲ等を強化し

性

、安心・安全なまちづ

低

くりを図る必要があり

事

ます。

消防協力制度化

そ

の消防協力事業の制消

の

防協力制度化の消防協

他

力事業の制消防協力事

上

業所、消防協力事業所



3 頁

展開 平成24年度への展開 平成25年度への展開

今後に向けた
課題

事業の方向性

取組方針

事業区分

※実施計画事業評価は、昨年度の事業を評価し、来年度の予算編成の参考としています。

－ Ａ：成果があがった Ａ：成果があがった

－ ①：予定どおり ②：若干遅れている

消防協力事業所登録制度化の委員会 　救急協力事業所は、２事業所に申
を立ち上げ、要綱の策定準備が整い 込みをいただき、要項に基づき登録
ました。また、救急協力事業所は、 することができ、累計８事業所とな
市内６事業所に申込みをいただき、 り目標値を上回ることができました
要綱に基づき登録することが出来ま 。
した。このことにより、傷病者に応 　消防協力事業所は、平成23年度は
急手当の実施が期待できま

５

す。 事業所に対してＰ

.

Ｒを行うが事業所
の登

事

録はありませんでした

業

。

事業所と協働した安

展

心で安全なまち 事業所

開

と協働した安心で安全

の

なまち 今後とも協力事

経

業所を増加するため
づ

緯

くりを図るために、導

平

入のための づくりを図

成

るために、導入のため

2

の 、ＰＲ等を強化し、

1

安心・安全なま
要綱整

年

備等の制度化が必要で

度

す。 要綱整備等の制度

事

化が必要です。 ちづく

業

りを図る必要がありま

分

す。

－ 現状の規模で継

平

続 現状の規模で継続

消

成

防協力事業所登録制度

2

の検討会を 消防協力事

2

業所登録制度の要綱策

年

定 　消防協力事業所は

度

、事業所に周知
開催し

事

、事業所に周知・ＰＲ

業

を実施 後、事業所に周

分

知・ＰＲを実施し、 ・

平

ＰＲを実施し、事業所

成

の登録を目
します。 事

2

業所の登録を目指しま

3

す。また、 指します。

年

また、救急協力事業所

度

は
救急協力事業所は、

事

更なる事業の充 、更な

業

る事業の充実を図りま

分

す。
実を図ります。

行

進

政改革事業 行政改革事

捗

業 行政改革事業

状況

主な取組と成果

検証結果

平成23年度への


	1 まちづくり支援事業
	2 消防・救急協力事業所登録制度導入事業

